
第１　平成２７年度下半期の補正予算の状況

１ 一般会計の主な補正

(１)平成２７年１２月１５日議決（第６号補正：補正額　２４，２４５千円）

①歳入補正

公共土木施設災害復旧費負担金

社会資本整備総合交付金（射場芦北線改良工事）

台風被害園芸・果樹復旧対策事業補助金

農村地域防災減災事業補助金

農業用施設災害復旧費補助金

林業用施設災害復旧費補助金

熊本県知事選挙費委託金

前年度繰越金

公共土木施設災害復旧事業債

農林水産施設災害復旧事業債

②歳出補正

熊本県知事選挙経費

介護保険事業特別会計繰出金

国庫負担金等精算償還金

台風被害園芸・果樹復旧対策事業補助金

農村地域防災減災事業委託料

交付金事業道路改良工事（射場芦北線）

農業用施設災害復旧工事

林道施設災害復旧工事

公共土木施設災害復旧工事

54,200 

一　般　会　計

直診勘定 54,200 0 

介護保険事業特別会計

芦北町財政事情の公表

　町民のみなさまに町財政についてご理解を深めていただくため「地方自治法第２４３条の３第１項」及
び「芦北町財政事情の公表に関する条例」に基づいて、財政事情の公表を年２回行っています。今回は、
平成２７年度下半期における補正予算の内容と平成２７年度予算の執行状況、基金・財産、町債の状況に
ついて、あらましをお知らせします。

　平成２７年度下半期には、一般会計、介護保険事業特別会計で２回、国民健康保険事業特別会計、簡易
水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、生活排水処理事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会
計で１回の補正を行いました。
　一般会計に関する補正では、地方創生加速化交付金を活用した事業の追加のほか、災害復旧工事費、今
後の財源確保のための基金積立てなどを措置しました。
　特別会計に関する補正では、介護保険給付費の追加や国民健康保険事業安定化のための基金積立てが主
な内容となっています。
　会計別の補正額と補正内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

会 計 名

特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計
事業勘定

9月末までの予算額 下半期補正予算額 計

10,066,774 618,641 10,685,415 

3,682,176 90,749 3,772,925 

2,161,468 68,611 2,230,079 

簡易水道事業特別会計 83,500 508 84,008 

農業集落排水事業特別会計 222,140 2,579 224,719 

生活排水処理事業特別会計 59,166 496 59,662 

104,689 0 104,689 

奨学資金貸付事業特別会計 35,900 0 35,900 

町有温泉事業特別会計

260,700 201 260,901 

小 計 6,663,939 163,144 6,827,083 

後期高齢者医療事業特別会計

合 計 16,730,713 781,785 17,512,498 

（単位：千円）

4,200

37,656

15,099

9,351

△ 75,909

18,164

△ 18,700

18,828

16,900

13,040

8,548

5,053

13,040

△ 18,700

△ 57,590

10,390

9,260

8,985

8,959
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③繰越明許費

④地方債補正
（追加）

（変更）

(２)平成２８年３月４日議決（第７号補正：補正額　５９４，３９６千円）

①歳入補正

固定資産税現年課税分

地方消費税交付金

普通交付税

施設型給付費及び地域型保育給付費等国庫負担金

国民健康保険基盤安定国庫負担金

地方創生加速化交付金

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費補助金

前年度繰越金

臨時財政対策債

②歳出補正

職員給等

町有施設整備基金積立金

ふるさとづくり基金積立金

まちづくり振興基金積立金

個人番号利用事務専用パソコン等購入費

年金生活者等支援臨時福祉給付金補助金

国民健康保険基盤安定繰出金

施設型給付費及び地域型保育給付費等委託料

ＪＡ農業参入支援事業補助金

特産品連携開発委託料

起債の目的

農林水産施設災害復旧事業債

公共土木施設災
害復旧事業債

5,600 9,800 

100,000

148,018

償還の方法

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利債に借
換えすることができる。

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利債に借
換えすることができる。

償還の方法

100,000

21,106

限度額 起債の方法 利 率

16,900 

　証書借入又は
証券発行の方法
により借入れ
る。

　４.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該利
率見直し後の利率）

　証書借入又は
証券発行の方法
により借入れ
る。

120,360

11,205

11,185

補正前 補正後
　４.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該利
率見直し後の利率）

10,748

△ 35,717

80,000

100,000

42,982

32,389

27,679

繰越する事業名 金 額

水産物供給基盤機能保全事業 80,000

13,532

公共土木施設災害復旧事業

120,360

77,347

15,180

利 率

農業用施設災害復旧事業 10,390

林道施設災害復旧事業 37,656

72,657

65,997

起債の目的
限 度 額

起債の方法
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③繰越明許費補正

（追加）

④債務負担行為補正
（追加）

⑤地方債補正
（変更）

個人番号カード交付事業 5,447

19,968

30,000

子ども・子育て支援事業 324

並行在来線対策事業 384

繰越する事業名 金 額

自治体情報セキュリティ強化事業

6,193

県南広域観光連携事業 310

事 項

町道新設改良事業 106,878

特産品連携開発事業 13,532

観光ブランディング事業

農業参入支援事業 42,982

芦北町木造住宅建築支援事業 3,865

期 間

スクールバス一般利用便運行業務委託料
（田川線、鶴木山線、女島線）

平成29年度まで

内水面資源活用事業 1,383

直売施設整備事業 12,947

年金生活者等支援臨時福祉給付金事業 123,699

地域介護・福祉空間整備事業

限度額

利 率

18,246

平成２７年度芦北町設備投資資金利子補給補助金 平成32年度まで 320

365,000 

起債の目的
限 度 額

起債の方法

12,400 14,900 

　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該利
率見直し後の利率）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利債に借
換えすることができる。

商工振興事業債 17,500 20,200 

　証書借入又は
証券発行の方法
により借入れ
る。

償還の方法
補正前 補正後

臨時財政対策債 329,283 

農業振興事業債
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２ 国民健康保険事業特別会計（事業勘定）の主な補正

(１)平成２８年３月４日議決（第２号補正：補正額　９０，７４９千円）

①歳入補正

保険財政共同安定化事業交付金

保険基盤安定制度繰入金

熊本県国民健康保険団体連合会積立金返還金

②歳出補正

保険財政共同安定化事業拠出金

財政調整基金積立金

３ 介護保険事業特別会計の主な補正

(１)平成２７年１２月１５日議決（第３号補正：補正額　６７，６０８千円）

①歳入補正

介護給付費国庫負担金

介護給付費支払基金交付金

前年度繰越金

②歳出補正

居宅介護サービス給付費

施設介護サービス給付費

施設介護サービス計画給付費

(２)平成２８年３月４日議決（第４号補正：補正額　１，００３千円）

①歳入補正

職員給与費等繰入金

②歳出補正

職員給等

４ 簡易水道事業特別会計の主な補正

(１)平成２８年３月４日議決（第１号補正：補正額　５０８千円）

①歳入補正

前年度繰越金

②歳出補正

職員給等

５ 農業集落排水事業特別会計の主な補正

(１)平成２８年３月４日議決（第２号補正：補正額　２，５７９千円）

①歳入補正

一般会計繰入金

②歳出補正

職員給等

６ 生活排水処理事業特別会計の主な補正

(１)平成２８年３月４日議決（第２号補正：補正額　４９６千円）

①歳入補正

一般会計繰入金

②歳出補正

職員給等

７ 後期高齢者医療事業特別会計の主な補正

(１)平成２７年１２月１５日議決（第１号補正：補正額　２０１千円）

①歳入補正

事務費繰入金

②歳出補正

後期高齢者医療人間ドック健診補助金

23,783

21,106

（単位：千円）

126

15,831

508

1,003

50,000

△ 48,638

508

（単位：千円）

200

496

（単位：千円）

496

（単位：千円）

2,257

2,579

（単位：千円）

15,410

（単位：千円）

18,759

112,513

1,003

40,693

40,693

11,177
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第２　平成２７年度の予算執行状況
平成２７年度の会計別執行状況は、以下のとおりです。（平成２８年３月３１日現在）

１  一般会計（平成２６年度からの繰越分含む）

歳　入

歳　出

予算現額 収入済額
収入率

金 額 構成比 構成比

町税 1,589,384,000 1,694,214,752

（単位：円）

区 分

106.6%

金 額

地方譲与税 117,000,000 1.1% 120,543,000 1.2% 103.0%

利子割交付金 2,500,000 0.0% 1,772,000 0.0% 70.9%

配当割交付金 2,400,000 0.0% 6,406,000 0.1% 266.9%

株式等譲渡所得割交付金 400,000 0.0% 5,438,000 0.1% 1359.5%

地方消費税交付金 308,800,000 2.8% 342,061,000 3.5% 110.8%

自動車取得税交付金 23,000,000 0.2% 16,239,000 0.2% 70.6%

地方特例交付金 2,623,000 0.0% 3,810,000 0.0% 145.3%

地方交付税 4,251,997,000 38.3% 4,563,708,000 46.6% 107.3%

交通安全対策特別交付金 1,300,000 0.0% 1,336,000 0.0% 102.8%

分担金及び負担金 126,663,000 1.1% 114,492,265 1.2% 90.4%

使用料及び手数料 265,205,000 2.4% 254,999,359 2.6% 96.2%

国庫支出金 1,349,496,000 12.2% 959,546,495 9.8% 71.1%

県支出金 909,715,000 8.2% 454,250,556 4.6% 49.9%

財産収入 133,954,000 1.2% 107,782,798 1.1% 80.5%

寄附金 5,001,000 0.1% 7,660,000 0.1% 153.2%

58,673,000

繰入金 244,012,000 2.2% 6,913,381 0.1%

合 計 11,103,334,372

139.2%

繰越金 591,328,372 5.3% 614,239,486 6.3% 103.9%

諸収入

町債 1,119,883,000 10.1% 429,183,000 4.4% 38.3%

議会費 132,197,000 128,619,316 97.3%

（単位：円）

区 分
予算現額 支出済額

執行率
金 額

総務費 1,625,889,840 14.6% 1,108,043,128 13.0% 68.1%

民生費 3,198,744,000 28.8% 2,443,750,054 28.7% 76.4%

衛生費 1,066,073,000 9.6% 788,243,921 9.2% 73.9%

農林水産業費 983,976,000 8.9% 594,263,398 7.0% 60.4%

商工費 530,083,000 4.8% 401,135,617 4.7% 75.7%

土木費 961,238,532 8.7% 669,401,269 7.9% 69.6%

消防費 389,543,000 3.5% 346,265,554 4.1% 88.9%

教育費 864,625,000 7.8% 757,833,396 8.9% 87.6%

災害復旧費 147,578,000 1.3% 79,841,271 0.9% 54.1%

公債費 1,201,496,000 10.8% 1,201,199,772 14.1% 100.0%

予備費 1,891,000 0.0% 0 0.0% 0.0%

合 計 11,103,334,372 100.0% 8,518,596,696 100.0% 76.7%

1.5%

14.3%

構成比

17.3%

1.2%

0.5% 81,698,718 0.8%

構成比 金 額

100.0% 9,786,293,810 100.0% 88.1%

2.8%
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２  特別会計

歳　入

歳　出

52.3%

（単位：円）

会 計
予算現額 収入済額

収入率
金 額 金 額 構成比構成比

介護保険事業特別会計 2,230,079,000 32.7% 1,857,260,886 33.7% 83.3%

簡易水道事業特別会計 84,008,000 1.2% 78,433,960 1.4% 93.4%

農業集落排水事業特別会計 224,719,000 3.3% 66,263,339 1.2% 29.5%

生活排水処理事業特別会計 59,662,000 0.9% 34,031,638 0.6% 57.0%

町有温泉事業特別会計 104,689,000 1.5% 39,466,046 0.7% 37.7%

96.1%

奨学資金貸付事業特別会計 35,900,000 0.5% 14,843,866 0.3% 41.3%

合 計 6,827,083,000 100.0% 5,503,621,580 100.0%

後期高齢者医療事業特別会計 260,901,000 3.8% 250,832,653 4.6%

国民健康保険事業特別会計
事業勘定 3,772,925,000 3,330,801,487

（単位：円）

会 計
予算現額 支出済額

執行率

直診勘定 54,200,000 0.8% 45,954,191 0.8% 84.8%

介護保険事業特別会計 2,230,079,000 32.7% 1,946,235,361 32.5% 87.3%

簡易水道事業特別会計 84,008,000 1.2% 70,398,884 1.2% 83.8%

農業集落排水事業特別会計 224,719,000 3.3% 205,261,020 3.4% 91.3%

生活排水処理事業特別会計 59,662,000 0.9% 52,649,416 0.9% 88.2%

町有温泉事業特別会計 104,689,000 1.5% 76,616,979 1.3% 73.2%

86.9%

100.0%

奨学資金貸付事業特別会計 35,900,000 0.5% 32,455,000 0.5% 90.4%

5,987,173,273 100.0% 87.7%

後期高齢者医療事業特別会計 260,901,000 3.8% 226,800,935 3.8%

合 計 6,827,083,000

金 額 構成比 金 額 構成比

54,200,000
国民健康保険事業特別会計

事業勘定 3,772,925,000 3,134,158,104 57.0%

直診勘定 0.8% 28,331,088 0.5%

88.3%

80.6%

83.1%55.3%

55.3% 55.6%
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第３　基金・財産の状況
１　基金の状況

２ 町有財産の状況

第４　町債及び一時借入金の状況
１ 町債の状況

２ 一時借入金の状況
一時借入金は、資金繰りのための短期の借入金です。本年度の借り入れはありません。

　町債とは、町の借金のことです。道路、学校、住宅の建設や上下水道整備、災害復旧等世代間
の負担を均等化する役割もあります。町債は元金・利息を償還しますが、償還分は地方交付税に
算入されています。また、返済を１００％国が保証する臨時財政対策債と減税補てん債があり、
その比率は３８．６％となっています。
　なお、平成２７年度の町債元利償還金は１３億５，１８９万円ですが、そのうち１０億７，２
９８万円は地方交付税に算入されています。

　基金は、貯金と同じ役割をもっています。特定目的のために資金を積み立てたり定額の資金を運用
したりするために設けられるものです。特に財政調整基金は、災害や大規模な事業、一時的に多額の
財政需要がある場合の財源に充てます。

区 分 金額・面積
建物 14.9ha
土地及び山林 1,027.0ha
証券その他の権利 9億2,082万円

基金の目的別現在高（平成２７年度末予定額） ５７億６，１９０万円

町債現在高（平成２７年度末予定額） １１３億９，４８４万円

総務債

68,778万円 6.0%
農林水産債

108,964万円 9.6%

土木債

197,512万円 17.3%

消防債

41,643万円 3.7%

教育債

95,146万円 8.3%

災害復旧債

14,617万円 1.3%

臨時財政対策債

438,899万円 38.5%

農業集落排水事業債

100,100万円 8.8%

その他

73,825万円 6.5%

財政調整基金

145,825万円 25.3%

町有施設整備基金

100,997万円 17.5%

社会福祉振興基金

44,269万円 7.7%

九州新幹線渇水等

被害対策基金

14,731万円 2.5%

まちづくり振興基金

135,821万円 23.6%

国保財政調整基金

55,726万円 9.7%

土地開発基金

24,006万円 4.2%

その他

54,815万円 9.5%
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